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あらまし 本論文では，筆者らが南極大陸で行った流星バースト通信 (MBC)実験の内，第 43,44次南極観測に
おいて行ったデータ伝送実験の概要とその実験結果を報告する．43次隊では，マスタ局を昭和基地（日本），リモー
ト局を中山基地（中国）に設置し，リモート局で定期的に生成されるデータを，米国 Meteor Communications

Co.(MCC) 社製の MBC 装置を用いてマスタ局へ伝送する実験を行った．44 次隊では，リモート局としてドー
ムふじ観測拠点（日本）を加えて，２つのリモート局からデータを伝送する実験を行った．実験結果から，この
地域では、流星バーストのほかに、おもに夜間（地方時）にオーロラに起因すると思われる伝搬現象が頻発し、
この現象もデータ伝送に利用可能であることが判明した．また、南極域に低 VHF 帯電波を用いたデータ収集網
を構築する際に有用となる様々な実際的データ（受信率の日変動や季節変動など）が得られた．
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1. ま え が き

流星バースト通信（MBC）は，地理的に離れた多
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数の観測地点で生成される小容量で即時性を必要と

しないデータの見通し外伝送に適している [1]．また，

高緯度地域においては，低 VHF帯の電波を利用する

MBCは，極冠吸収などの影響を受け易い HF通信に

比べて，特に有利であるといわれている [2]．筆者ら

は，このMBCを利用して南極域に多点観測網を構築

することを提案し，そのための基礎実験を第 43∼45

次南極観測において行った [3]～[6]．

流星バースト通信路の発生割合は，地軸の傾き，地

球の自転・公転，宇宙塵の密度分布などの影響のため，

無線局の位置や伝搬路の方向・距離などに強く依存し

ている．南極域でのこれまでの流星バーストによる電

波散乱現象の研究は，おもに中高層の大気風観測等を

目的とした後方散乱波に関するものであった [7], [8]．
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高緯度地域における見通し外通信を目的とした前方散

乱波に関する研究としては，グリーンランド [9]やアラ

スカ [10]など北極域で行われた実験に限られ，南極域

での実験は，筆者らのもの以外には報告されていない．

極域においては，流星バーストのほかにも，様々な

モードで低 VHF帯電波が見通し外に伝搬される．お

もに地方時の深夜に発生するオーロラ Esは，オーロ

ラジェット電流にともなって発生すると考えられてい

る [11]．また，中緯度 Es として知られるウインドシ

アーによる Esが極域でも頻繁に発生しているとする

報告もある [12]．これら Es 現象による伝搬は，マル

チパスやドップラーシフトの少ない良質な伝搬特性を

持つといわれている．一方，オーロラ散乱は，オーロ

ラ発生時に形成される E層プラズマの不規則構造によ

る散乱現象 [13], [14]で，強いマルチパスやドップラー

シフトを伴うため，データ通信には適さないと考えら

れている [11]．なお，オーロラ散乱通信については，

1980年に昭和―みずほ基地間で 21次隊による通信実

験が行われ，十分な受信強度と安定した受信時間率が

期待できるとの興味深い報告もあるが，電波の質につ

いては示されていない [15]．極域には，さらに，極冠

吸収 [16] や F 層伝搬 [17]，風雪ノイズなど特有の電

波環境があり，MBCに様々な影響を与えると考えら

れる．

本論文では，流星バースト以外の見通し外伝搬現象

を特に分類しないで，すべて単に非流星伝搬とよぶこ

とにする．筆者らの実験においては，おもに夜間に非

流星伝搬現象が頻発した．また，昼間にも，時折，非

流星と思われる伝搬現象が観測された．

筆者らの流星バースト通信実験は，第 43次南極観測

隊（2001.12∼2003.3）より開始した．43次隊において

は，トーン信号を用いて通信路の統計的性質を調査す

る実験（トーン実験）および米国MCC(Meteor Com-

munications Co.) 社製の通信装置を用いて MBC の

データ伝送能力を調査する実験（データ伝送実験）を，

中山基地（中国）–昭和基地（日本）間で行った．中山，

昭和基地は，約 1430km離れたほぼ同緯度に位置して

いる．44次隊（2002.12∼2004.3）では，中山–昭和基

地間に加えて，ドームふじ観測拠点（日本)―昭和基地

間のデータ伝送実験を同時に行った．ドームふじ基地

は，昭和基地とほぼ同じ経度で南極点方向に約 920km

離れた位置にある．さらに 45次隊（2003.12∼2005.3）

では，MCCシステムの代わりに，筆者らの開発した

システム（RANDOM）によるデータ伝送実験を，中

山–昭和基地間で行った．なお，トーン実験は，44,45

次隊においても，中山―昭和基地間で引き続き行わ

れた．

本論文では，43，44次隊で行ったMCCシステムに

よるデータ伝送実験の結果について，以下の構成で報

告する．２．では，43，44次隊の実験に用いたMCC

システムについて概説し，３．では，43次隊における

データ伝送実験結果をトーン実験結果と比較して考察

し，非流星伝搬現象や極冠吸収のデータ伝送への影響

などを示す．４．では，44次隊が行ったデータ伝送実

験結果を 43 次隊の実験結果と対比して，伝送路方向

による性能の違いや，季節変動などについて報告する．

なお，南極域における筆者らの MBC 実験全体の

概要及びトーン実験結果については，文献 [3]～[5]で

示した．45次隊が行った RANDOMシステムによる

データ伝送実験については，別の機会に詳しく報告

する．

2. MCCシステム

43,44 次隊のデータ伝送実験に用いた MCC 社の

システムは，様々な網構成に対応可能な汎用のMBC

システムである [18], [19]．この MCC システムでは，

データロガー等で取得された測定値，GPSからの位置

情報，PCからのメッセージやコマンドなどの情報伝

送が可能であり，それらの伝送には，それぞれ異なっ

た手順が用いられる．そのため，システム設計者は，

網構成や伝送情報などを吟味して，実験装置に適切な

パラメータを設定する必要がある．

本データ伝送実験においては，地理的に離れた多数

のリモート局で測定され，データロガーに蓄えられた

測定値を１つのマスタ局に伝送する星型の半 2重デー

タ収集網を想定したパラメータ設定を行った．ただし，

実際の実験においては，昭和基地をマスタ局とし，リ

モート局は，中山基地１局（43次隊）あるいは中山基

地とドームふじ基地の２局（44次隊）のみで行った．

MCC システムにおける半 2 重モードでのロガー

データ伝送手順の概略を図 1 に示す．この MCC シ

ステムでは，マスタ局は，一定間隔でプローブパケッ

ト（PP）を送信する．リモート局は，設定されたス

ケジュールに従ってデータロガーから測定値を取り

込み，それらを送信バッファに保存する．流星バース

トが発生し，PPがリモート局に受信されると，その

リモート局は送信バッファ内のデータをデータパケッ

ト（DP）として送信する．送信バッファ内にデータ
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図 1 MCC システムのロガーデータ伝送手順
Fig. 1 Protocol to send data acquired by a data log-

ger in MCC system.

がないリモート局は，PPを受信しても何も行わない．

DPの受信に成功した場合，マスタ局は，確認パケッ

ト（AP）を返送する．APを受信したリモート局は，

対応するデータを送信バッファから削除し，まだ送信

バッファ内にデータがあれば，それを新たな DPとし

て送信する（注1）．

図 1 中の数字は，各パケットの長さおよび送信間

隔（ms 単位）を表している．これらの数値は，研究

室内において南極での実験と同じパラメータ設定でシ

ステムを動作させ，その通信状況を実測した結果であ

る（注2）．当然，DPの長さは，送信情報量により変化す

る（図は送信情報量が 20byteの場合である）．また，

室内実験結果なので，送受信の間隔に電波伝搬遅延は

含まれていない．

実験に使用した無線装置は，マスタ局がMCC-525，

リモート局がMCC-545Aである。両装置の主な仕様

を以下に示す．

変調方式 DE −BPSK

復調方式 PLLによる同期検波

伝送速度 4000bps

送信電力 Master(MCC − 525)150W,

Remote(MCC − 545A)100W

3. ４３次隊におけるデータ伝送実験

3. 1 実 験 概 要

43 次隊におけるデータ伝送実験の構成図を図 2 に

示す．マスタ局は昭和基地に，リモート局は中山基地

に設置した．アンテナは，両局とも，地上高約 8mの

水平偏波５素子八木アンテナを使用した．アンテナの

（注1）：ここでは，説明の便宜のために，MCC 社のものとは異ったパ
ケットの名称および略号を用いた.

（注2）：MCC システムにおける PP 送信間隔の最小値は 35ms である
が，南極実験では電波伝搬遅延等を考慮して 45ms に設定した．
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図 2 43 次隊におけるデータ伝送実験の構成図
Fig. 2 Data transmission experiment during the 43-

rd expedition.
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図 3 時間帯平均（2002/4/1–2002/12/31)

Fig. 3 Diurnal variation of data reception rate, probe

packet reception rate and 10dB duty (Apr.1st-

Dec.31st 2002).

仰角は０度，方位角は互いに大円対向となるようにし

た．昭和基地のアンテナは，観測棟の近隣に適当な設

置場所が見つからず，150mほど離れた場所に設置さ

れた．そのため，約 4.5dBのケーブルロスが生じ，ア

ンテナからの有効輻射電力は，50W程度であった．ま

た，マスタ局は，トーン実験への干渉を避けるために，

5分稼動して 5分休止するという周期で運用した．

リモート局の MCC-545A は，データロガー

（Campbell Scientific社製のCR10X）から，5分間隔

で 20byte(10項目)のデータを取得するよう設定した．

また，MCCシステムでは，フロー制御のためにデー

タの寿命を設定する必要があり，この実験では，2時

間に設定した．即ち，2時間以内にマスタ局へ伝送さ

れなかったデータは，伝送失敗となり，リモート局の

送信バッファから消去される．

43 次隊のデータ伝送実験は，装置の設置，試験運

用の後，2002年 3月末から開始され，44次隊の実験

用にマスタ局のアンテナ構成を変更する 2003年 1月

6日まで行われた．この間に，移動リモート局を並行

運用した実験（10/16∼10/29），及びそのための準備

実験（8/29∼9/17）が行われた．また，2002年 12月

30日以降にも 44次隊の実験準備のために随時移動局

を並行運用した．
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表 1 集計から除外した日
Table 1 The days excluded from the counting.

集計項目 集計から除外した日
データ 4/18,4/21-22, 6/15-16,8/29-9/17,

受信率 10/16-29,12/6-10,12/30-31

PP 受信率 4/21-22,5/15-17,5/28-29,6/15-16,

8/29-9/17,10/16-29,12/23-26,12/30-31

10dBDuty 4/4, 4/21-23, 12/24-25

3. 2 実 験 結 果

図 3は，2002年 4月 1日 ∼同年 12月 31日の実験

結果を，データ受信率，PP受信率およびトーン実験に

より得られた 10dBデューティ比 (10dBDuty)につい

て時間帯毎に集計したものである．ここで，データ受

信率は，各時間帯にマスタ局に受信されたデータ数を

1時間当りに生成されるデータ数 (12)で割った値の平

均である．なお，APの伝送失敗により，DPが重複し

て受信された場合には，最初に受信されたもののみを

その時間帯の集計に加えた．PP受信率は，各時間帯に

リモート局に受信された PPの数を送信された PPの

数で割った値である．厳密には，PP送信数は DPの

受信回数などにより多少変化するが，ここでは，図 1

より計算した一定値 (24658≒ 30*60/(0.028+0.045))

を 1時間当りの PP送信数として用いた．10dBDuty

は，中山基地から送信されたトーン信号の昭和基地に

おける受信電力が帯域幅 2400Hzの雑音電力の 10dB

以上となる時間割合を示している（注3）。横軸は，世界

時（UT）であり，中山－昭和基地間の中点の地方時

は，これより約４時間進んでいる．なお，それぞれの

集計において，移動実験の並行運用期間，電源トラブ

ルなど様々な原因による欠測期間のある日は除外した．

集計から除外した日を表 1に示す．

図 3において，PP受信率と 10dBDutyは，非常に

よく似た特性を示し，定量的にもほぼ一致している．

トーンの受信は昭和基地，PPの受信は中山基地である

が，両局の雑音環境が等しいとすれば，PPの送信電力

はトーンのそれの約 50/115倍，伝送速度が 4000bps

であることから，トーン実験の 10dBDutyは，PPの

受信 SNRが 4.2dBを超える割合に相当すると考えら

れる．MCC545A が，PSK 変調された PPを同期復

調していることを考慮すると，この値は，理論的にも

ほぼ妥当なものであるといえる．従って，この伝送路

は，マルチパスや周波数シフトなどが少ない，良好な

（注3）：文献 [3]～[5] で示されている高さ 4m のアンテナで受信された
信号の解析結果から得られた値を用いた．

表 2 2002/4 月 ∼12 月の平均
Table 2 The values averaged over Apr.-Dec. 2002.

10dBDuty PP reception Data reception

[%] rate [%] rate [%]

Total 2.15 2.01 59.1

00-16UT 0.36 0.46 51.4

16-24UT 5.73 5.12 74.4

伝搬特性を有していると考えられる．

また，PP受信率と 10dBDutyが定量的にもほぼ一

致していることから，20時付近に頻発する非流星伝搬

も，ほとんどすべてデータ伝送に有効に寄与している

ことが分かる．データ受信率も，10dBDutyとよく似

た特性を示しているが，PP受信率と違い，比例はし

ていない．これは，一つには，データの寿命を２時間，

発生間隔を 5分と設定したため，伝送路が開いてもリ

モート局に送信データがない場合が発生するからであ

る．また，その他の理由として，１）DPの受信には，

250ms以上の通信路継続時間が必要となること，２）

DPが受信されるとマスタ局は数百 msの間 PPの送

信を休止すること，などが挙げられる．

なお，10 時付近にある PP 受信率及び 10dBDuty

の小さなピークは，12月 10∼18日において発生した

伝搬現象によるものであるが，この伝搬現象が，流星

に起因するものか否かは不明である．

表 2は，2002/4月１日 ∼12月 31日（表 1の日を

除く）の実験結果を集計したものである．この期間全

体の平均データ受信率は約 59.1%，非流星伝搬の頻発

する 16時以後の平均データ受信率は約 74.4%，16時

以前の平均データ受信率は約 51.4%であった．システ

ムの稼動率が 50 ％，1 つの DP の正味のデータ量が

20byte であるので，スループット（正味のデータの

伝送速度）は，それぞれ，全時間平均が 0.63bps，16

時以前の平均が 0.55bps，16時以後の平均が 0.79bps

である．一方，PP の受信率から，4000bps のデー

タ通信路の開いている時間割合は，1 日平均約 2%，

16 時以前の平均は約 0.46%，16 時以後の平均は約

5.12%であったと推定できる．この時間が全て有効に

利用できれば，データ伝送速度はそれぞれ 80bpsおよ

び 18.4bps，204.8bpsとなる．しかし，MCCシステ

ムの場合，20byteのデータの伝送に約 250msの時間

を必要としている．即ち，本来の送信情報の割合は，

16%程度である．従って，この計算から見積もられる

MCCシステムのデータ伝送能力は，それぞれ 12.8bps

および 2.9bps，32.8bpsとなる．もちろん，DPの受

4
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Fig. 4 Daily variation of data reception rate, probe

packet reception rate and 10dB duty (Apr.1st-

Dec.31st 2002).

信には 250ms 以上の伝送路が連続して開く必要があ

り，リモートの送信バッファに常にデータがあったと

しても，この値が実現されるわけではない．

ところで，16 時以前の PP 受信率が，10dBDuty

の約 1.28倍であるのに対して，16時以後の場合は約

0.89倍となっている．これは，一つには，非流星伝搬

の伝搬特性が流星伝搬ほどは良好でないことを示して

いると考えられる（注4）．

図 4は，データ受信率，PP受信率，10dBDutyに

ついて，2002年 7月の日平均値を示したものである．

この図においても，10dBDutyと PP受信率は，ほぼ

一致している．一方，データ受信率との相関は，両者

ともあまり大きくない．これは，前述のように，非流

星伝搬発生時に送信データがなくなるからであり，そ

のためデューティ比の増加がデータ伝送に有効に寄与

しないからである．また，後に示す図 5 からもわか

る様に，この図の PP受信率や 10dBDutyの変化は，

おもに非流星伝搬の発生の有無とその大きさの違いに

よるものであり，流星バーストの寄与は極めて僅かで

ある．

非流星伝搬が発生した日の典型的な例として，2002

年７月 6日の時間毎の 10dBDuty，PP受信率，デー

タ受信率を図 5 に示した．データの寿命を 2 時間に

（注4）：MCCシステムのマスタ局は，DPの受信に成功すると数 100ms

の間 PP の送信を停止するので，PP 送信数一定と仮定して PP 受信率
を算出した本解析結果は，DP 受信率の高い 16 時以降の PP 受信率を
低く見積もっている．しかし，DP 受信数は，1 時間当り高々36 個程度
であるので，その影響はほとんどないものと考えられる．16 時以前と
以後の伝搬路特性のより正確な比較は，PP 送信数の正確な計測が可能
な 45 次隊の RANDOM システムによる実験結果を待って行う予定で
ある．
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図 5 非流星伝搬の発生した日 (2002/7/6) の時間帯平均
Fig. 5 Hourly variation of data reception rate, probe

packet reception rate and 10dB duty (July 6th

2002).

0 5 1 0 1 5
0

0. 05

0. 1

0

1 00

2 00

H o u r ( U T )

P
P

 r
x
 r

at
e,

 1
0
d
B

 D
u
ty

 [
%

]

D
at

a 
rx

 r
at

e[
%

]

 D a t a  r x  r a t e
 P P  r x  r a t e
 1 0d B  D u t y

図 6 2002/7/6 00–16UT の時間帯平均
Fig. 6 Hourly variation of data reception rate, probe

packet reception rate and 10dB duty (00-

16UT July 6th 2002).

設定したので，リモート局には最大 24 個のデータが

蓄えられる．それらに加えて、その時間帯に新たに生

成されるデータが送信されるため、データ受信率の最

大値は 300%である．17時台にデータ受信率 283%と

なっているのは，このためである．未送信のデータが

全て捌けてしまうと，送信されるデータは，その時間

内に生成されたもののみとなる．18∼21時台のデータ

受信率 100%は，その時間内に生成されたデータが直

ちに伝送されたことを示している．

2002年 7月 6日 0∼15時台の 10dBDuty及び PP

受信率は，同日 16∼24時台のそれに比べ極めて僅かで

あり，図 5の尺度では，その変化を見ることができな

い．図 6は，10dBDuty及び PP 受信率に関する縦軸

の尺度を変えて 0∼15時台の変化を示したものである．

この間の 10dBDuty 及び PP 受信率の平均は，それ

ぞれ 0.026%及び 0.085%であったが，93 組のデータ

5
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図 7 データ伝送遅れとデータ受信率（2002/7/6）
Fig. 7 Hourly averaged data transmission delay and

data reception rate (July 6th 2002).

が受信され，データ受信率は 48.4%であった．この伝

搬は，おもに流星バーストによるものであると考えら

れる．一般に，流星バーストの継続時間は短く，発生

間隔は指数分布に従う（ランダムである）．そのため，

図 4の場合とは違い，観測時間が異なる 10dBDutyと

PP受信率の間には，ほとんど相関がみられない．一

方，この時間帯はデータ受信率が低く，リモート局の

送信バッファが空にならないので，PP受信率とデー

タ受信率に強い相関がみられる．

図 7は，2002年 7月 6日の時間帯毎の平均伝送遅

れ（その時間帯に受信されたデータの受信時刻からそ

のデータが生成された時刻を引いた値の平均，ただ

し DP が重複して受信された場合は，最初に受信さ

れたもののみ集計）をデータ受信率とともに示したも

のである．8∼16時台の平均伝送遅れは約 2時間であ

り，リモート局の送信バッファには，常に多数のデー

タがあったことを示している．一方，データ受信率が

100%の 18∼21時台の平均伝送遅れは 3分程度であり，

この時間帯においては，DPは生成後直ちに伝送され

ている．なお，マスタ局は，5分毎に稼動休止を繰り

返すので，理論上の平均伝送遅れの最小値は 2.5分で

ある．

図 8に，非流星伝搬現象が発生しなかったと思われ

る日（10dBDuty が全て１％以下の日）の例として，

2002年 7月 29日の時刻（UT）に対する 10dBDuty，

PP受信率，データ受信率を示した．図 6の場合と同

様，PP受信率とデータ受信率には比較的強い相関が

認められ，両者と 10dBDutyの間にはほとんど相関が

みられない．

非流星伝搬現象は，おもに 16∼24時に発生するが，

それ以外の時間帯にも比較的短時間の異常なデュー
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図 8 非流星伝搬が発生しなかった日（2002/7/29）
の時間帯平均

Fig. 8 Hourly variation of data reception rate, probe

packet reception rate and 10dB duty (July

29th 2002).
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図 9 16UT 以前に突発的なデューティ比の増加がある日
（2002/7/14）の時間帯平均

Fig. 9 Hourly variation of data reception rate, probe

packet reception rate and 10dB duty (July

14th 2002).

ティ比の増加が頻繁に観測されている．そうした日の

典型例として，2002年 7月 14日の実験結果を図 9に

示す．この図の 8 時台の 10dBDuty 及び PP 受信率

の増加は，他の時間帯のそれに比べて突出している．

従って，通常の流星バーストによるものとは考えにく

い．0∼15 時に発生するこの様な突発的伝搬現象は，

20時前後に発生する非流星伝搬現象とは違い，継続時

間が比較的短く，発生時刻にもバラツキがある．その

ため，これが流星活動に起因するものか，或いは，そ

の他の伝搬現象によるものか，現時点では明らかでな

い．しかし，20時前後の非流星伝搬現象と同様，デー

タ伝送に利用できることは確かめられた．

図 10は，表 1の日を除く 2002/4/1∼12/31につい

て 10パケット単位で 1日当りのデータ受信数の発生

日数を示したものである．非流星伝搬現象の発生した

6
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図 10 データ受信数の発生頻度 (2002/4∼12/31)

Fig. 10 Histogram of the number of received data

packets per day (Apr.1st-Dec.31st 2002).
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図 11 44 次隊におけるデータ伝送実験の構成図
Fig. 11 Data transmission experiment during the 44-

th expedition.

日としなかった日があるため，台地状のピークになっ

ているが，ほぼ対称な山形の分布を示している．こ

のことから，この実験期間内では，極冠吸収などに

よる深刻なブラックアウトは発生せず，安定してデー

タ伝送が行われたことがわかる．実際，1日当りの受

信パケット数が 100 以下であった日は，全集計日数

229日中，8/22(67), 8/24(58), 8/25(93), 10/30(90),

10/31(82), 11/10(22), 11/11(94) の 3 期間７日間で

あったが，カッコ内の受信パケット数が示すように，

完全なブラックアウトとはならなかった．

4. 44次隊におけるデータ伝送実験

4. 1 実 験 概 要

44次隊におけるデータ伝送実験の構成を図 11に示

す．44 次隊では，ドームふじ観測拠点にもリモート

局を設置し，２リモートからデータを伝送する実験を

行った．ドームふじ局の構成は，アンテナ高が 4mで

ある点を除いて，中山局の構成と全く同じである．ま

た，送信データの取得間隔，データ寿命なども中山局

と全く同じ設定とした．

昭和基地では，トーン実験に用いていた高さ 8mの

アンテナタワーを転用して，データ実験用のドームふ

じ基地向き（ほぼ真南向き）5素子八木アンテナを新

設し，このアンテナと中山基地向き（ほぼ東向き）ア

ンテナをスプリットケーブルによりマスタ局に接続し

た．ドームふじ基地方向のアンテナケーブル長も約

150mであるため，マスタ局の送信電力は 2基のアン

テナに等分され，有効輻射電力は，１基当りそれぞれ

25W程度であった．また，両アンテナの向きがほぼ直

角（約 70 度）なため，受信時には，到来信号のほと

んどない他方のアンテナからの雑音が合成される．そ

のため，受信 SNRは，単独運用に比べて 3dBほど低

下している（注5）．

44次隊では，スプリット運用に先立って，ドームふ

じ基地方向のアンテナのみをマスタ局に接続し，ドー

ムふじリモート局のみを稼動させたデータ伝送実験も

行った．主な実験期間を以下に示す．

主な実験期間：

1©2002/4/1 ∼ 2002/12/31 中山−昭和
2©2003/2/27 ∼ 2003/3/23 ドーム−昭和
3©2003/3/25 ∼ 2003/12/31 中山,ドーム−昭和

ただし，上記実験期間の内， 1©については，表 1の

期間を， 3©については，マスタ局の故障によりシステ
ムが停止していた 2003/7/30∼2003/8/8 を以下の実

験結果の集計から除外した．

4. 2 実 験 結 果

各実験期間の時間帯毎のデータ受信率を図 12 に示

す．各実験期間とも 15∼24時 (UT)に，非流星伝搬現

象によるデータ受信率の増加が見られる． 1©と 2©の実
験結果を比較すると，ドームふじー昭和基地間の受信

率は，中山–昭和基地間のそれに比べて小さいことが

分かる．その原因としては，オーロラ帯との位置関係

や伝搬方向，伝搬距離の違いなどが考えられるが，ア

ンテナ高の違いや無線装置の個体差，雑音環境の違い

等の人為的要因も排除できない．なお， 2©の実験のバ
ラツキが大きいのは，実験期間が短かったためである

と思われる．

（注5）：これらの問題は，本実験に限ったものであり，実用化に際して
大きな障害となるものではない．なぜなら，マスタ局は，通常，電力事
情のよい場所に設置されるので，送信機出力の増加は容易であり，また
リモート局の様に多数設置するものではないので，アンテナ毎に受信機
を設置するなどの工夫を行ってもシステム全体のコストをあまり増加さ
せないからである．
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図 12 時間帯によるデータ受信率の変化
Fig. 12 Diurnal variations of data reception rate

( 1©:Apr.1st–Dec.31st 2002, 2©:Feb.27th–

Mar.23rd 2003, 3©:Mar.25th–Dec.31st 2003).

表 3 データ受信率およびスループットの比較
Table 3 Data reception rate and throughput.

実験期間 データ受信率 [%] スループット [bps]

total 00–16 16–24 total 00–16 16–24

1© 59.1 51.4 74.4 0.63 0.55 0.79

2© 34.4 24.2 54.7 0.37 0.26 0.58

3© from 34.0 20.3 61.8 0.36 0.21 0.66

Zhongshan

3© from 12.3 5.8 25.4 0.13 0.06 0.27

Dome Fuji

3©の中山局からの受信率は，1©のそれに比べ，0∼14

時台では，半分以下になっている．これは，スプリッ

ト化によりマスタ局からの有効輻射電力が半減したた

めである．15∼23時台では，伝搬効率の高い非流星伝

搬が支配的なため，送信電力の低下はあまり影響して

いない． 3©のドームふじ局からの受信率と中山局から
のそれを比較すると， 1©と 2©の場合と同様，ドームふ
じ局からの受信率がかなり低いことがわかる．また，

非流星伝搬現象による受信率のピークは，ドームふじ

局からの方が中山局からのものより，やや遅れている

が，これは，ドームふじ–昭和基地間の中点が，中山–

昭和基地間のそれに比べて西側にあるためであると思

われる．

表 3 は，各実験期間のデータ受信率およびスルー

プットを非流星伝搬現象が頻発する 16時以後と以前に

分けて平均し，比較したものである．スループットは，

本来のデータ（1パケット当り 20*8bit）が伝送される

速度であり，データ受信率*20*8*288/(30*60*24) よ

り求めた．前述のようにデータ受信率は（スループッ

トも），中山－昭和局間の方が，ドームふじ－昭和局
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図 13 データ受信率の季節変化
Fig. 13 Seasonal variation of data reception rates.

間より高く，全時間平均では，1リモート運用時は 1.7

倍，２リモート運用時は 2.76 倍であった．この伝送

路による違いは，特に 16 時以前で顕著であり，１リ

モート運用で 2.1 倍，2 リモート運用で 3.5 倍であっ

た．一方，送信電力半減の影響については，受信率お

よびスループットが，全時間では，中山－昭和局間で

1/1.74，ドームふじ－昭和局間で 1/2.80になった．送

信電力半減の影響も，16時以前の方が顕著であり，中

山－昭和局間で 1/2.5，ドームふじ－昭和局間で 1/4

に減少している．

図 13 は，季節によるデータ受信率の変化を調べる

ために，月毎にデータ受信率を集計した結果である．

中山–昭和基地，ドームふじ–昭和基地間とも，季節に

よるデータ受信率の変化はあまり大きくなかった．し

かし，その変化の傾向は，43次隊の結果とよく似てい

た．図 14,15 は，この季節変動の原因を探るために，

16時以前と非流星伝搬現象が頻発する 16時以後を分

けて，月毎のデータ受信率を求めたものである．16時

以前の集計結果は，44次隊のデータ受信率が，43次

隊の結果と同様な傾向を示しているのに対して，16時

以後の集計結果には，明白な相関が見られなかった．

このことから，データ受信率の季節変化は，流星活動

の季節変化に起因すると考えられる．

図 16 は，2003/3/25∼12/31 について 1 日当りの

データ受信数の発生日数を送信リモート局毎に示した

ものである．この図からも，ドームふじ局からのデー

タ受信数は，中山局からのものに比べてかなり少ない

ことがわかる．中山局からのデータ受信数の分布は，

ほぼ対称で台地状であるのに対して，ドームふじ局か

らのそれは，非対称であり，最大値は，10 未満の 64

8
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図 14 16 時 (UT) 以前の季節変化
Fig. 14 Seasonal variation of data reception rates

(avaraged over 00-16UT).
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図 15 16 時 (UT) 以後の季節変化

Fig. 15 Seasonal variation of data reception rates

(avaraged over 16-24UT).

日であった．さらに，その内全く受信がなかった日は

26日あったが，これは全集計日数 265日の約 10%に

およぶ．これが極冠吸収などの異常吸収によるもので

あるのか，あるいは，流星数のランダム変動によるも

のかは，マスタ局の送信電力が弱く DP受信数が全体

に少なかったために不明である．

5. ま と め

本論文では，第 43,44 次南極地域観測隊が行った

MCCシステムによるデータ伝送実験結果を示した．

43次隊の実験から，

1) 南極域（オーロラ帯）においても，MBCを用

いた見通し外データ伝送が可能である．

2) 16 時 (UT) 以降に頻発する非流星伝搬現象も，

データ伝送に利用可能である．

3) 0∼15時 (UT) に発生する突発的な伝搬現象も

データ伝送に利用可能である．
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図 16 データ受信数の発生頻度 (2003/3/25∼12/31)

Fig. 16 Histogram of the number of received data

packets per day (Mar.25th–Dec.31st 2003).

4) 本実験の設定条件下で得られた，中山–昭和基地

間におけるMCCシステムのスループットは，0.63bps

であった．

5) 深刻なブラックアウトは発生しなかった．

などの結果が得られた．

また，44次隊の実験からは，

1) ドームふじ–昭和基地間でも，MBCによるデー

タ伝送が可能である．

2) しかし，そのスループットは 1 リモートでも

0.37bpsと中山－昭和基地間に比べてかなり低かった．

3) スプリットケーブルによる２リモート運用も可

能であるが，送信電力や受信 SNRの低下に注意する

必要がある．

4) あまり大きくはないが季節変動が存在し，その

原因は流星活動の季節変化にあると思われる．

5) ドームふじ－昭和基地間では，データ受信のな

い日が 10％ほどあった．

などの結果が示された．

本論文では，通信工学的見地から非流星伝搬現象を

扱い，その発生原因等については敢えて言及しなかっ

た．しかし，地方時の夜間に頻発することからオーロ

ラに起因し，また PSK変調によるデータ伝送に利用

できることから，ドップラーシフトやマルチパスの少

ない伝送モードあると考えられ，おもにオーロラ Es

による伝搬であろうと思われる．

これらの実験結果は，極域にMBCシステムを構築

する際に有用となる貴重なデータといえる．実際，当

初，筆者らは非流星伝搬現象がデータ伝送に適さない

と考え，流星バーストによる伝搬のみを想定したデー

タ伝送実験のパラメータ設定を行った．しかし，実験

の結果，中山・ドームふじ－昭和基地間で頻発する非

9
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流星伝搬現象は，十分データ伝送に利用可能であるこ

とが明らかとなった．南極域でのMBCデータ収集網

の設計にあたっては，流星バーストに加えて，この伝

搬現象を有効に利用すべきである．不定期に比較的長

時間発生するこの伝搬現象を有効に利用するためには，

１）連続送信可能なリモート局装置の開発，２）星型

網におけるパケットの衝突対策，３）記憶容量やデー

タ寿命の設定等を含めたフロー制御の問題，などを考

慮してシステム設計を行う必要がある．

謝辞 無線局の開設・運用など本実験の遂行に多大
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Abstract BLOS data transmission experiments using a meteor burst communication equipment were

conducted during the Japanese 43-rd and 44-th expeditions in Antarctica. During the 43-rd expedition, a

remote station located at Zhongshan station sent data packets to the master station at Syowa station. In

the 44-th expedition, we added another remote station at Dome-Fuji station. Non-meteoric propagation

phenomena were frequently observed during local night hours in those links. This paper shows the effect

of the non-meteoric propagation on data transmission and various statistical properties of meteoric and

non-meteoric channels from the viewpoint of communications.

Key words meteor burst communication, Antarctica, low VHF, beyond line of sight data transmission,

aurora


